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藤 田 ・ 直 晴 ・
1.問題の所在'コ'1
戦後p本 経済 の急速な成長過程で,地 域は史上かって例をみないほどの著 しい変容と再編成を余
儀な くされて きた。
国民経済 とい う大きなスケールで この激変過程を捉えるな らば,資 本による国土の合理的掌握 と
い う体制 目的に合致する形で地域の再編 ・「整備」が進め られてきた といえる。,
他方;'これを個別地域的局面においてみ るならば;資本にとっての合理的枠組みに地域が強引に
組み込まれ るなかで,そ れまで成立 していた地域内諸関係が一方的にかつ急激に破壊 されジ地域内
矛盾と対立が極めて深刻な形で露呈 した過程でもあった といえる。',
しか し,・この よ うな 厳 しい鏡 立 ・対 抗関係を生み 出 しなが らも,'個別地域 の論理 は,全 体 の論理
が貫徹されるなかでは従属的な役割 しか果 しえず,地 域はその自立性 ・個性を急速に喪失 し,資本
による地域の効率的支配を華底においてささえる画一的な部分空間=新 たな空間単位 と・しての存在
に再 編成 されてい った。
この ような地域再編成は,言 うまでもな く戦後段階のみの特性ではない6本 質的には明治初年に
は じまる資本主義の生成発展 と同時的に進行 してきたものである。 しか し,戦前段階で国民経済 レ
ベルでの地域再編成に主体的な役割を果 しえたのはあえてい うな らば囲家行財政機講あるいは銀行
資本などに㌧限 られ,産 業資本の役割はそれが市場性の乏 しい軍需産業に極端に傾斜 しセいたことに
も起 因 して大 きい ものではなか った1》。.「
,
これに対 して,戦 後と りわけ高度経済成長期以後}審,産業の全面的展開のもとで歯内 希 場 が 質
的 乙規模的に急速に拡大 し,産業企業 も急速に成長 した。'また,新 規の企業設立が活発化す るのに
ともない,企 業間競争は熾烈化 した2)。とうしたなかそ,産 業企業 も生産基地 とし七の役割を担 う
工場などの生産部門の強化=工場の多核的配置1製品 ・撞術開発基地としての役割を担う研究所な
どの設置 ・拡充に加えて,営 業 ・販売の最前線基地 としての役割を担 う支店 ・営業所ダ)整備 ・拡充
など下部組織の充実を積極的に進あるようになった。これに より,一定の規模を有する企業は,組
機 体鱒 理∴績郷 あらゆる酷 決津を下す司令塔として機 能媒 す鰍 を琳 セこ・その下
さらに県 レ家ル℃の管轄機能を有す る営部1≒地方 レベル℃の広域管轄機能を付与されている支店,




されていたのに対 して,戦 後段階になると,産業資本 ・銀行資本 ・国家機構が三身一体 となる,い
わば金融資本に よる支配の網の 目が全国に張 りめ ぐらされ るなかで,全 面的構造のもとに極めてダ
イナ ミヅクな地域編成 の集約 化 ・組織化カミ押 し進め られ て きてい る。
さて,企 業は,個 別的には自己の能力お よグ戦略砕もとついて諸機能の立地 ・配置を進める。 し
か し,そ れ らの立地 ・配置 は全体 と してみれ ぽ,か な りの程 度共通 したパ ター ンを示 しつつ展 関 し
ている。 このため,国 民経済を構成す る地域の問には,一定の秩序をもった編成が うかびあが って
きている。すなわち,効 率的な市場掌握 と関淫す る本社,支 店 ・営業所の立地 ・配置が現代中心地
='折 、 」
体系 を一方に おいてつ くりあげ3),他力で は,そ れ ら機能 とは相対的 に独 自の立地 パ ター ンを示す
生産部門が国家あるいは地:方自治体を巻き込みなが ら;』定の集積を もちながち配置されてきてい
る。 これに よ り,工 場地帯お よび工 場地域が新 たに国土の各所 に形成 され て きて いる4)。
このように,戦 後段階では産業企業による諸機能の戦略的配置構造が;現 代F本 の地域編成を規
定する最大の要素の一つと・なってお り,その解明なくしては地域編成構造の把握 も.ありえないとい
・っ=ても過言 では ない∴ こ・う・した認識 か'ら,本 稿 では1955年とユ982年σ全 国の証 券取 引所(外 国部は
除 ぐ)上場企業め うち製造業企業を対象として,本社の市町村・レベルでの集積量を資本金階層刷に
捉え,そ の間の推移 と特進を把握 し,ついで,支 店 ・営業所の資本金階層別分類に:もとづ.く市町村
刷配置率分析を行い,・土場に関 しては本社所在地別の立地展開 とその特徴を捉え∫最 後に主要企業
プロパrの 空間組織形成の枠組みのなかで構築され る地域の階層秩序の現代的意義と問題点を明 ら
か に ・し一て み た いo





,(r駿 台 史 学 』 第53号)。.一 、
1
2)こ の段階になると,一定規模を有する新規参入企業は大企業がその一部門を分離 し,独立法人化 した企
獅 ・ 醗 ・三菱 ・敏 なξの蝶 集団力噺 規部門への参入を鴎'ために襯 設れ た企業吋 り㌧おも
に構成されている。ヒ の点に関 し℃は」宮崎義一・'r較後日禾の企業集団』円本経済新聞社,ig76年。
・こ3)¶.中心地研究は,.すでた多 くの業績を有しているが;中 心地を組織的に編成す る主体に全 く触れることな
'く・単紳 心機能備 成因子の集積量組 びそれ、らの地域内連関・それ1・もとづ 健 脚 の並脚 聯 ・
糊 し圃 究が蝉 で劾 た・ζ嘩 め・.形態把握は可能で劾 ても・地域間の姻 冬服 という価値断
を軸に形成されている現代の中心地体系形成の動態的本費的把握を十秀に成し遂げているとはいい難い。
4)'現代め地域編成の枠組みあなかで,・工 業地域をL・力壷 位置づけるのかについてほ1大 変難しい問髄であ
るカ㍉:矢田俊文'『産業配置と地域構造』大明堂,1982年越一つ の指針をあたxて くれるO
従卒g平地繭では工場を:企業粗織を構成する7要素としでρ創面を考慮することなく,,経涛請要素の組
み合わせのみで説肌'ようξした.しカ・し;1輔では工場を蝶 嘩 盤痛 謝 る組織上の」孝誠 要説
みなし1,そあ立地展開を企業の空間組織の枠組みた船いて1きら庭本社,支店 ・受業所姦どの立地展由と




企業はその成長に対応 した組織の拡充 ・整 備を進め る。一般的に,大 企業になればなるほど企業
内分業が徹底され,.組織の分化 ・拡大が進む。企業の組織機構は,高 度に集権的 ・垂直的な構造を
表徴ず るビラ ミヅ ド型をもって一般的に図式化す るζ:とができる。 ζの ような構造め もとに展開す
る組織り分化拡大は,と りもなおさずその頂点に位置す る本社の支配機能を強化する直接的な契機
を醸すものiこ他ならない。.
き七,あ らゆ る企業組織は一定の形態をもって空間的に発現す る。具体的には本社,支 店 ・営業
所 ・出張所,工 場,研 究所など組織を構成する機能単位の個別的立地,あ るいはそれ ら諸機能の立
地配置を基軸に構成 される組織的統一体としての空間組織体系もその形態の一つである。 この空間
組織 も当然なが ら企業規模 と密接な関係を有 してお り,一般的に大企業ほ ど広域かつ濃密な展開を
示す傾向が捉えられ る。 しかも,大企業は,そ のもとに直接 ・間接に多数の系列関連会社を従属せ
しめ,そ れ らを視野に入れた場合の空間組織は極めて巨大かつ広大 となる。こうして,肉 民経済の
地域編成に.自ら内在的関わ りを強め,そ の構造を規定す る。
■ ■
わが国におけ る大企業本社の立地選択の原初的パターン妹明治前期にみ られ る官業企業形態声 よ
● ●
びその後ρ政商を軸に した民間への払い下げ過程のなかに看取することができる。.ナなわち,参 社
○ ■ ● ●
の立地選択が,本 質的に国家権力との関係を考慮す ることな しに展開 しえない とい う特殊 日本的な
構造が,以 来現在にいたるまでの基調を成 している。 このことは,す でに先学の研究成果によ って
も明 らかに され てい る1)し,また,本 社 の立地展開分析 に よっても明 らかにす ることが で きる。
第1表 と第2表 は,そ れぞれ1955年と1982年の主要企業本社の立地集積状況を資本金階層別に市
町村 レベルで整理 したもの である。1955年時点の日本経済は,戦 後復興を完了 し,朝鮮戦争特需を
契機に神武景気を迎え,高 度経済成長への準備段階に達 していた。 しか し,産業の全面的展開は,
まだその緒についたばか りであり,当時主要企業 といえば旧財閥系を中心 とした戦前か らの大企業
にほぼ限 られていた。これは,財 閥解体,独 占禁止法や速度経済力集中排除法など戦後施行された
,
一連の民主化政策が不徹底に終 るなかで,た とえば,過 度経済力集中排除法に もとづき実際に分割
再編成指令を受けたのは 日本製鉄 ・三菱重工 ・王子製紙な ど12桂にすぎず,他 は分割再編成を免れ
たこと,また分割再編成 も三菱重工3分 割,王 子製紙3分 割などのように小規模 にとどま り,分割
後でも新会社はかな りの規模を維持 しえたことなどにも.より,戦前か らの大企業がいちはや く組織
機構の再建を果 し,生産を軌道に乗せてきたため と考え られる。 この時点での本社の立地は,疎 開
一
`
先か ら本来の場所へのUタ ーンも完了 し,1982年に比較 してもなお大都市への強い傾斜を示 してい
る。 た とえぽ,東 京 区部 の構成比 は50.6%と1982年の46.5%をは るか`L上回 る。大阪市 の場 合 も,
14,8%は1982年のi3.1%を上回 り,同 様の傾 向を示す。 この こ とか ら,・両期 間の本社 立地展 開に一
定の分散傾向を捉えることもできる。 しか し,よ ・り重要な ことは両市の有する本社数が東京の345
社 か ら518社,大阪市 も101社か ら146社とな り,前 者173社増,.後者4F社増 と両 期間増加 総i数431祇
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尾 ・'西 市 明'石'市 .
泉 南 市 福 井 市
,
七 尾 』市 久'留 米 市
.瑞 浪 市 日 立 市
・ 當 山県立山町 小 樽 市 .
静岡県菊 川町 守 口 市
天.竜 市 伊 丹 市 」
. 兵庫 県南淡町 高 岡 市




帯 広 市 L
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1L 香川 県内海町佐賀 有
田町
富 山県城端町
新 潟 県 栄 村
(市町村数)115(市町村数)104(市町村数)25 (市町村数)18 傭 町村of)・8・
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資料=第1表 と同 じ。
」 一 一・ 「 鞠 「 「}冒 　
(Source:SameasTable])
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向が 強い。た とえば,1982年の東京区 部 では, 1億円以上10億円未満 企業 の うち36.8%を占 め るに
とどまる。 これ が, 10億円以 上50億円未満階層 に な.ると46.5%,
引
50億:円以上100億円未満階層では
56.0%,100億円以上階 層では67.5%を占め るに いた る。 この傾 向は1955年段階 でも,た とえば1
千万円以上1億 円未満階層47.5%,1億 円以上10億円未 満階層48.4%,10億円以上階層62.0%とな
り,捉 え られ ない ことは ないo しか し,階層間にみ られ る本社集積量 の差は1982年置比較すると小
さ く,その後首都都心部をめ ぐる立地競争が熾烈化す るなかで,企業間の力の差が明確に現われて
きた もの と考 え るこ とが で きよ う。
この傾向を具体的に本社移転状況か らみたものが第1図 の(1)から(IV)である。1955年と1982年
の間に一本社の都市間移転を行 った企業は1億 円以上10億円未満階層で21社,10億円以上50億円未満
階層 で61社,50億円以上100億円未 満階 層 で11社,100億円以上階層 で9社 と,総 計102社にの ぼ る。
その都 市別 ・資本金階層別内訳をみると, 1億円か ら10億円未満階層では新潟 ・富 岡 ・沼津 ・大
阪 ・神戸か ら東京区部へ各1社 移転 している。逆に,東京区部か らは川崎へ2社, 昭島 ・相 模原 ・
調布 ・町 田 ・座 間 o 入間などの郊外諸都市および足利に各1:社移転 してお り,この階層では転出企
業 の方が 多 くな ってい る。
一1
10億円以上50億円未満階層では,三 鷹 ・横浜 ・市川 ・神戸各2社,
●
旭 川 ・小樽 ・帯広 ・仙 台 ・酒
田 ・狛 江 ・大 宮 ・川崎 ・神奈川寒川町 ・長岡 ・諏訪 ξ母野黒中川村 ・
=L,
富 山.・富卯県福野町 ・清水 ・
名 古屋 ・大阪 ・姫路な ど北海道か ら兵庫にいた る広範囲にわた る26都市か ら東京区部への移転がみ
られた。これに対 して,東京区部か らは横浜4社 をは じめ;川 崎2社,秋 田 ・長野県御代田町 ・千
'
葉 ・我孫 子 ・調布 ・三鷹 ・鎌 倉 ・藤 沢 ・茅 ケ崎 ・小 田原 ・富士 ・浜松 ・愛 知原マ宮町 な ど に19社
が,お もに郊外諸都市を中心に転出 している。

















































































































































































































WithC . .(ID capita真1,GOO・・】ess董11歪ごn 5,000m茄Gn P..」
.
yen・ o「 . 9,.
.






























. 6 ζ星 ど
. = 歪"・.甲 」












































=嚇"「 ・.: ,. .
- }










μ ∵,...,,.一.。..∫ 》 ・ . a
`
.」. ;・ 犀.}} -
='9', ・・.・'乙 ,_或 イ} }幽ζ≧ ¶一












































































































































} !≡-"・''"∵'㌔ ・r .・ ξ
宣 . 卜
」、、


































































































マ'～ 〈 弾 奏〉 》 矯 風'"¢ '・諦r
、.驚 ・".


















































注)た だし白抜きは2回 本社の移転を行 った企、9¶
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へ本社を移転 したのに対 して,r'京区部か らは平塚への1社 移転に とどまってい る。
100億円以上階層 では,9社 の本 社移転 がみ られ る。 その うち横浜 の2社,札 幌 ・いわ き ・大
ト
阪 ・宇部 ・新南陽の各1社 の計7社 が東京区部へ集中する。
つ ぎに,大 阪市を軸に.した展開をみると,1億 円以上10億円未満階層では京都か ら転入 と東京区
部への転出各1社 み られる。10億円以上50億円未満階層では愛知県西枇杷島町 ・兵庫県南淡町 ・兵
国
庫県播磨町 ・岡山県牛窓町か ら4社の転入 に 対 して,転 出は東大阪 ・尼崎 ・東京への3祉 であっ
た。50億円以上100億円未満階層に,なると転 出はな く,富 山県井波町 ・綾部 ・徳島か ら計3祉 の転
入 となる。100億円以上階層では,逆 に堺 ・池田に各1社 の転出がみ られる。
他の都市を軸に した展開は,た とえば名古屋か ら静岡県湖西町,稲 沢力・ら名古屋,藤 沢か ら横
浜,砺 波か ら富ll』,新潟県の三条か ら栄村,浜 松か ら磐田といった ように本社工場の移転に ともな
う移転例が,お もに下位規模階層企業を中心に14社みられるにとどまる。
1
以上 の よ うに,両 年次間 の本社 移転企 業総数102社中43.1%にあた る44社が:東京へ,逆 に28.4%
にあた る29社が東京区部か らおもに郊外諸都孟に転出 してお り,双方あわせると全体の61.8%を占
已
め る。 この よう1こ,集中パ ター ンを示 すに して も,拡 散パ ター ンを示 すに して も本社立地 は東 京区
部を軸に展開 していること,そのなかでも上位階層企業ほ ど東京区部への集中が著 しくな ること,
＼」
下位階層企業では,む しろ郊外諸都市への転出に ともない一定の空間的な拡大傾向を示す こと,大
`
阪市を含めた他の都市の本社立地との関わ りは弱い ものであることな どが明らか となる。
さて,東 京への本社機能の集中 ・集積 を強化するもう一つの動向に2本 社体制を採用す る企業の
増加 をあげ る ことカ1でき る。:1955年か ら1982年の間 に2本 社制 を導入 した のは42社であ る(登 記上
本社 と実質本社をとい う形態を有する18社は除 く)。資本金階層別内訳をみ ると,11億円以上10億
¶'
円未満階 層6社,10億 円以上50億円未 満階層21社,50億円以上100億円未満階層4証,100t7以 上
階 層11社とな る。,
これ を市町村刎 にみ ると,艦1億円以上10憶円未 満階層 では,南 陽 ・高萩 ・小 平 ・藤 沢 ・御 代 田
町 ・名古屋:本社の6企 業が東京区部にも本社を置 くようになる。10億円以上50億円未満階層では大
阪 の3社,京 都2社,勝 田 ・三 鷹 ・横 浜 ・藤 沢 ・寒川町 ・福野 町 ・下諏 訪町 ・島 田 ・東大阪 ・広島
県府中市 ・福岡の計16社が東京区部に も本社を置 くようになる。 この他では,東 京本社ゐ1企 業が
三鷹に も本社を置 き,同様に守牧本社企業が名古屋に も,西枇杷島町本社企業が新川町に竜,京都
本社の1企 業が狭山市にも,「岡山本社のi企 業が大阪市にもそ乳 それ本社を置いている。50億円以
上100億円未満階層では,京 都 ・大阪 ・松山の本社企業各1社 が東京区部にも本社を置き,他 では,
■
西宮本社の1企 業が神戸本裡を有するのみであ る。100億円以上層では,大 阪7社,川 崎2社,
も'
1




が・そ吻 べてが鯨 区部ぺの配置であり,2本社制の翻 するところぽ諌 京への本社機能の集
中 ・集積を強化するものに他ならないことが明 らかにな る。
この結果,こ れ らを含めた東京区部の比重は1億 円以上10億円未満階層で,38.4%,10億円以上
一12一
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50億円未満階 層 で49,7%,50億円以上100億円未満階層 で58.4%,100億円以上階層 にな ると,実G'
76,9%に上昇す るのであ るC
大阪市の場合には東京の場合 と若干傾向を異にする。1955年段階では,1千 万円以上1億 円未満
階層 の占め る割合 は8.2%,1億円以上10億円未満階層16.6%,,10億円以 上50億円未満階層17.1%,
50億円以上階層10.0%と一ラ応規模階層 に もとつ く対応関 係が霜取 で きない こ'と'はな.い。 しか し,
1982年にな ると,1億 円以上10億円未満階層12.4%,10億円以上50億円未 満階 層12.0%,50億円以
上100億円未満階層18.4%,100億円以上階 層14.5%とその対 応関係 に若 干の ア ンバ ランスが生 じて
くる。 このようなことか ら,第デに大阪市が本社機能の集積地として不安定性を増大 してきている
こ と,第 二に100億円を ターユ ソグポイ ン トとしてそれ以上 の大 企業 に とってす でにそ の戦略的 重
要性を喪失 していることが指摘される。 このことは,Boa億円以上企業17社中の7社 が東京区部に
も本社を置 く'2本社制を採用 し,大阪単独本社制企業が急速に減少 してきていることでも明 らかで
ある。 しか し,100億円未満企業にとっては一定の不安定性を内包 しなが らも,なお一定の集積量
を有 してお り,立地上の有利性を保持 してもいる。
さて,こ のように,上 位階層企業の本社機能の首都東京への一点集中的パタr・ンが一層強化され
るのに対 して,'下位規模階 層企業 の本社立地 パ ター ンは,す でに指摘 した ように,、.一定の'[分散」
傾向を示す。1955年と1982年の本社数別の市町村構成をみると,上位9位 までは,順 位に多少の変
動があるもりの名古屋 ・京都 ・神戸・横浜などの大都市お.よび川崎 ・尼崎な どの大工業都市と堺で
構 成 され てい ることに変 わ りはない。 これ ら上 位都市が有す る本社数 は,1955年の101社か ら1982
年には154社と大阪市の増加を若干上回る53社増を示 している。その内訳は,京 都の16社増を筆頭
に名古屋15社,川 崎8社,横 浜7社,尼 崎4社,'堺 の3社 がつづ き,.神戸 は増減 な.しであ る。 この
結果,京 都 ・名古屋 ・川崎で構成比の上昇がみ られたものの,他 の諸都市の減少に相殺 され,'これ
ら諸 都市全体 の比 重は14.8%から13.8%に低下 してい る。
東 京 ・大阪 を含む上位9市 の全企業 数に 占める割合 は,1955年には80.2%であ った。残 りの19.8
%は,仙 台を除 く広 域中心都 市3市 に8社1.2%,そ の他の県庁所 在都市13市に17社2.5%,67の中
小都 市に90社13.2%;17の町村 に18社2.7%の構成 とな る。 これ に対 して,1982年では,上 位9市
う
の割 合は73,5%と1955年のそれ を下 回 る。 残 りの26.ら%は;広域中心都市 に16社1.4%,そρ他県
庁 所 在 都 市16市 に30社2.7%,中 小 都 市123市に199社17.9%,37町村 に44社4.0%と な る。'この よ う
に,'両年次N'は,-基本的枠組 みに おいてそれ ほゼ の相違 はみ られないが,1982年には中小都市お よ
び町村の比重が急速に上昇 してきていることがわかる。
そこで,つ ぎに第1表 と第:2表における10位:以下中小都市な らびに町村の地域的構成の推移とそ
の特 性を捉 えてみ るζとにす る。それ らは,お もに首都 圏 ・東海 地方 ・近畿圏 とい った,い わゆ る
太平洋ベル ト地帯に集中 しており,中小都市 ・町村に立地す る本社総数に.占める3地 方 の 割 合 は
1955年69.4%,1982年78.6%と高 く,な お集中傾 向を示 しつつ 推移 してい る。
この地域 的集中傾 向を,さ らに詳細にみ ると,東 京 都 の場合,1955年には,日 野 ・三鷹 ・武蔵
野 ・狛 江'・立川 に各1社 の本社が立地 して いたに.とど:まるが,1982年には三鷹5社(う ち1社 は区
一13一
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部 よ り・移転),調 布3社(う ち21社は区部 よ り移 転)を は じめ 日野 ・武蔵野 ゼ昭 島各2社 ・(2社と
も区部 よ り移転),立 川 ・田無(区 部 よ り移転)・東久留米 ・小平 ・東大和 ・青梅 ・町 田各・1社,聖総
計12市21社くうち6社 が区部 よ り移転)に 増加 してい る。 ・
一神奈 川県では,1955年分横須賀 ・南足柄各1社 が1982年にぽ藤沢6社(う ち2社 は 区 部'よ り 移
転),寒 川町3社,:相模 原(う ち ユ社は 区部 よ り移転)・厚 木 ・秦野.・座間(う ち1'社は区部 よ り移
転)各2社,横 須 賀 ・平塚 ・茅 ケ崎'(区部 よ り移転)・鎌倉(区 部 よ り移転)・大 和 ぢ伊勢原 ・小田
原(区 部 より移転);各1社となり,13市町に24社(うち7社 は区部 より移転)の 立地が進んだ6
・埼玉 県で も;2355年には川 口2社 のみで あ った カミ,1982年には川 向 ・大宮各2社,熊 谷 ・上尾 」
入間(区 部 よ り移転)・新座 ・桶 川 ・鴻 巣 ・吹上 町 ・妻沼町各1社 と10市12社に増加 して駆 る。
・これ に対 しセ,∫千葉県は,1955年の市川2社,野 田1社 が1982年で も船橋 ・我孫子(区 部 よ り移
転)・野田各1社 に とどまり」 同じ首都圏内にあってもその立地展開に 相当の違 いがいが存在す る
と と が わ カ・る 。'・ 』
首都 圏全体 では,中 小都 市 ・町村数は10から38に,・本社 数ば捻か ら60に増加 し,そ れが 占め る比
重 は1955年の11.1%か ら1982年に は24.7%に上 昇 す る。 『
つぎに,大 阪府の場合 を み.ると,東京と比べて早い時期か ら郊外諸都市への立地展開を示す。
1955年段階 で,・す でに門真3社,吹 田 ・東大阪各2社,寝 屋 川 ・守A・ 高槻 ・富 由林 ・泉大津 ・…泉
南6'狭山町各1社 と10市町 に14社め本社 が立地 していた。1982年にな ると,`これ ら郊外都市 め有す
る本社魏 ま,'.・さ らに増加 し,東 大阪7社 を 筆頭 に高槻 ・吹 田各5社,門 真 ・茨木各3社,八 尾 ・寝
屋川6豊 中 ・大 束各2社,.守 口 ・枚方 ・摂 津 ・池 由 ・・富田林 ・箕面 ・・貝塚 ・河 内長 野 ・松 原 ・泉南
・美原町 ・狭 山町各1社 と21市町村に計43社の本社 が立地す るよ うにな る。`∵'
兵庫 県の場合,・1955年には西宮2社,明 石 ・・加古 川 ・姫 路 ・高砂 ・相 生 ら伊 丹,二,播磨町.三南淡町
に各1社 と9市 町垂こ10社の本社がみ られ た。 これが1982年には,'西宮 ・'明石 ・1伊丹 各3社,.姫 路2
掛声宝塚 ・加古川 ・高砂 ・赤穂各1社 とな り,すでにみてきた都府県に比Lて,.本社立地の再編成
が強 く進みなが らも,本社数は15社に:増加 している。ll
.他め近畿圏内府県の 場合には,本 社数は極端に少な くなる。・京都府の場合にはs1955年の長南
京 ・綾 部 ・宇 治各1社 が1982年iこは長 岡京2祖 綾 部 ・久御 山町各1社 と,・3市3社 が3市 町4社
にな るに とどまるC同 様に,奈 良県 では1955年のゼ ロか ら,1982年には大和郡 山1社 とな る。』『和 歌
山県め場合には1982年に2往 を有するようになる和歌山市を除 くと多両年 とも本社立地はみ られな
い。滋賀 県の場合 にも,1955年の守 山1社 が,1982年iこは 草津 ・甲西町各1社 にな るのみであ る。・
結果 として,近 畿圏の中小都市6町 村立地の本社数は1955年の23市町28社か ら35市町65社に増加
レ 本社純増数では首都圏につ ぐ37社となっている。 しがも,門真3社 の うち2社 は松'下電 気 産
業 ・松下電工,守 口に}ま三洋電気,池 田はダイハツエ業など資本金100癒円以上階層企業である0
東京では,そ のような大企業本社の立地が日野自動車を除 きみ られないのどはかな り対 照 的 で あ
「 ■
る 。 「.・ 口
iうぎにザ東海 地方の状 況をみ よ・う,愛 知県では,1955年にす でに刈 谷6社 を筆 頭に稲 沢'・尾張 旭
- 一14一
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各2社,豊 田?東 海1津 島 ・常 滑 ・,尾西 各1社,-全 体で8市 に15社の立地がみ られた。1982年には
刈 谷 ・小牧各6社,.常 滑2'社,豊 田 ・東海 ・岡崎 ・春 日井 ・安 城 ・江 南 ・大窮 ・稲 沢 ・半 田 ・西 尾
・犬山 ・尾 西 ・尾張旭 ・知立 ・西枇杷 島町 ・武豊町 ・小坂井町 ・長 久手町 ・大 口町 ・新 川町 ・一・宮
町 」春 日村各1社 と25市町村36社に増加 してい る。
静岡県 では,1955年の浜松3社,可 美村2社,'清 水 ・富士宮 ・島 田・・大仁r富 士 ・天竜 ・i菊川
町 ・土肥町各1社,計10市 町 に13社の立地がみ られた。1982年置な る と,浜 松4社,,沼 津 ・富士 ・
清 水市'・湖 西町'・可美村 各2社,'磐 田 ・島田 ・長泉町 ・辱菊川町6大 仁町 ・清水町 各1社:と12市町 に
20社が立地す るよ うにな る。
岐 阜県 の場 合には,1955年の大垣2社,瑞 浪1社 が1982年には大 垣3社,中 津 川 ・垂 井町各1社
とな るのみ であ る。冒三重 県 も1955年の四 日前3社,.玉 城町1社 が;1982年には四 日市2社,伊 勢 ・
桑 名 ・名張 各1社 とな るにす ぎず,.両県あわせ て も4社 増に とどまった。
東海 地方 全体では,1955年の22市町村35社か ら1982年}こは44市 町村 に66社と倍増を示 す。 しか
も」立地パ ター ンは町村 レベル まで巻 き込 みなが ら分 散(冨 空 間的 拡大)『傾 向を強 く示す。'また,,
愛知県の場合には,豊 田自動車工業 と多数の関連 ・系列企業の成長 と立地展開が本社数り純増 と分
散立地に深い関わりを有している。'穆
1以上13地 方の主要企業本社の立地分析を してきたが,全 国の中小都市町村立地本社数P'占める
割 合は,『1955年の55市町 村75社で69.4%から1982年には167市町村191社で78.6%に上昇 す る。 と り
わ け,大 阪府29社,神 奈 川県22社,愛知 県21社,東 京都16社増 にみ られ る.ように,・大 都 市所在都府
県におけ る増加は著 しく,大都市におけ るおもに下位規模階層企業本社を中心 どした立地の拡散傾
向を捉 える ことがで きる。 ・
その他地方の推移をみ ると,北海道の場合には,1955年の室蘭2社,小 樽 ・旭川 ・帯広各1社
が,1982年にな ると,小 樽に1社 が置 かれ るのみ とな る61.
東北地方 では,1955年のいわ き1社 が1982年に.は南陽市 の1社 にかわ るに とどま る。
北関東地 方では,1955年の高崎2社,日 立 ・葛生 町各1社 が,1982年には 高崎3社,桐 生 ・,伊勢
崎 ・大泉町,(以上群馬県)・栃 木 ・足利 ・小 山(以 上栃 木県)・勝 田 ・高萩(以 上茨城 県)'.と9市町
11社に増加す るa,.
甲信越地 方をみ る と,・1955年,`3'は新潟 県の長岡2社,妙 高高原町1社,長 野県 の中 川村1社 であ
った。 しか し,1982年にな ると,新 潟県 の長岡2社,上 越 ・柏崎 ・妙高高原 町 ・分水 町 ・栄 村各1
社,長 野県の御代田町2社,岡 谷 ・諏訪 ・伊那 ・下諏訪町各1社 と両県あわせて11市町村に13社が
本社を置 く・ようになる。"㍉'
}遜
地方醐 合1・955年に1瑠11,県のi綱=1轍 ・立山町 石川県あ梶 略 ・社力・蜘 して4・
た♂.1982年には,富 山県で峠福野町2社 をは じめ高興 ・大沢野町 ・井波町 」球端町に春 雲社」石川
県では加賀 ・根上町1一各1社 の立地がみ られ,4市 町4社 が7市 町8社 に増加す る。
響
山陽地方には,19ら5年段階で,山 自県の宇部の2社,下 関 ・徳 山 ・小野田 」新南陽に各f社,広
島県の府中町 ・岡山県の牛窓町に各1社 と,す でに7市 町に8社 の立地が認め られ る。1982年k=な
一15一
16
ると,山 回県の場合には宇部2社,下 闇1社 のみに減 少するが,逆 に広島県では府中町2社,府 中
市 ・瀬 戸 田町各1社 に増加 す る。岡 山県で は備 前に1社 のみ とな る。 こ うして,一 定 の ス クラ ヅプ
アソ ド ビル ド過程を経て,全 体の数は6市 町6社 と停滞を示す。
四国地方では,1955年の香川県内海町1社 か ら1982年には香川県の丸亀2社,内 海町1社,高 知
県の南国に1社 と若干の増加を示 し3市町に4社 とな る。,
九州地方では,1955年段階にすでに福岡県下の春 日 ・飯塚 ・古賀 ・久留米 ・中間の諸市に各1社
が,ま た佐 賀県の有 田町に1社 が存在 して いた。 これが1982年にな ると,福 岡県 の場 合では春 日 ・
吉井町の各1社 のみにな り,逆に佐賀県は有田 ・鳥栖に各1社,宮 崎県の延岡LY'も1社が本社を置
くよ うにな る。 しか し,九 州全 体では,6市6社 が5市5社 に減 少 してい る。・
以上の分析にもとつい℃ 本邦主要企業本社立地の諸特性を少 しくまとめると,以下のごとくで
ある。
第一,首 都東京ぺの本社機能の集中 ・集積はいずれの資本金階層においても共通 して 最 大 で あ
電
る。 しか しジ独占的大企業により構成されている上位資本金階層企業の本社は,東 京区部への極端
なデ点集 中 パ ター ンを示 す。
第二,大 阪は,す でに独占的大企業の本社立地上の戦略的重要性を喪失 している。中位 ・下位資
本金階層企業あ本社を中心に,依 然大きな集積量を有す るが,本 質的には下位の大都市 と同様の役
割を担 う都市 に.低落 してい る0こ の ことは,・地域 間 の階層秩 序形 成上極あ て重要 な点 であ る。.
第三,東 京 ・大阪を除 く大都市,広 域中心都市,県 庁所在都市が本社の立地展開上ほとんど重要
な意味を有さない。
第四,地 方都市で発症 ・成長 した企業の うち,本 社 と工場の空間分離の際に,多 くの企業が本社
を東京に配置する傾向を示 した。 この ことも含めた結果,北 海道 ・山口県 ・福岡県の諸都市をは じ
み とす る地方中小都市か ら本社機能の転出がみ られる。
第五,第 四 とは逆に,東 京 ・大阪の郊外諸都市では,個 別的には大きな集積量を有 しないが,全
体では東京 ・'大阪の都心部か らの転出な ども含あ下位資本金階層企業の本社を中心に立地が進み,
次第に無視できない存在たな ってきている。
このように,本 社立地は都市階層との対応関係を軸に した展開を必ず しも明確に示さない。む し
ろ,本 質的1亡は,本 社の立地選択におけ る戦略的拠点としての首都東京の突出した重要性のみが浮
き彫 りさ;れ.たとい え る。
(注)・
1)木 内信蔵ほか 「東京の経済的管理機能の調査」都市計画,52では本社と支店の東京都心部指向要因に関





・野 口祐編r日 本の都市銀行d青 木書風1965年 におホて 住友銀行および同系企業群の首都東京へめ進出
(本社移転を含めての)理 由として企業集団問の厳 しい競争に打ち勝つために,従 来弱点 とされていた国
,,寡 機関 との関係を強生す る こ.と力那 珂欠 とな って きたため と》}ラ理 由をあげてい る。、 、,,
1・ 、L電,1・





1前章の分析に より,資本支配の第1次 拠点すなわち中心地体系の第1位 階層形成 メカニズムが明
●
らか とな った。 しかし,本 社の立地展開が地域編成を構造的に規定する最大要因であるに しても,
圏
この分析のみで国民経済の地域編成の全体機構を捉えることは不可能である。
企業組織は,実 際には支店 ・営業所など多数の下部組織の立地 ・配置を軸に空間的拡大を遂げて
いるのである。それ ら下部組織は拠点的に立地 ・配置され ることにより,資本支配の第2次 ・第3
次拠点を形成 し,そのダイナ ミズムは まさに地域間に学定の階層的秩序を創出する推進力にもなつ
:
ている。 したが って;下部組織の立地 ・配置分析は,地 域編成の金棒機構を把握す るうえで抜きに
す る ことはでき ない。
企 業は,'厳しい競争 の もとで,そ の存続 を維 持 し,さ らに成長 を遂 げ るた めに,原 則的 には個 別
企業がそれぞれの能力および戦略にもとづいて,下 部組織の合理的 ・効率的配置を進 め る。 しか
'し∴その地域的配置 パ ターンは,=かな りの程 度の共通性 を有 しつつ 推移す る。 この結果,国 民経済
F
を構成する諸地域の間には資本の第2次"第3次 拠点形成を軸に一定の階層的秩序が次第に明確に
浮 びあが って きてい る。
本章では,こ の拠点形成につい℃1955年と1982年の比較が資料上可能な662社を対象に して分
析す る。数値に関 してであるが,本 社の立地す る市町村での支店 ・営業所,ま た支店が配置されて
い る市町村の営業所 は実際 に配置 され ていて も考慮 しない こ とに した。1,,
`,}
、 〈支店の立地展開 〉.
本稿に.おいては,支 店を資本支配の第2次 拠点 と認識 し,その立地展開分析を通Oて 中心地体系
の第2位 階層 の形成 メカニズムを 明 らかに してみたい。 ・ ・
対象企業662社が1955年に保有 した支店は888店で,全 国6Q市町村に配置 していた。その資本金階
層別r市 町村別 内訳 は,「1億円以上10億円未満階層でに101店.D、22市町枯10億 円以上50億円未満
階層360店・,42市町村,50億円以上100億円未 満階層196店・23市町 村,100億円以上階層 では231店,
23市町 村 で あ った 。 、・
これを各階層 ごとに市町村刷配置率を舞出したものが第2図a)削b)である。1億 円以上10億円
未満階層 の場合,レ1955年には東京 区部 ・'大阪 市の2大 都市 でもそれ ぞれ46.8%兜27,8%にとどま
り,他 はいずれ も10.0%未満 であ り,1.0%をこえる配置 率を示 した のは 名古屋7.9%,福 岡7.1%」
札幌3.9%,仙台3,1%と,わずか6都 市にす ぎず,そ の度合 も低 い ものであ った。 これが1982年に
な ると,東 京区部'・大 阪市の2大 都市 にはそれ ぞれ89.4%・52.4%の企業が支店を置 く よ'うに な
り,'名古屋29;1%,福 岡16.7%,仙 台15.7%,札 幌14.8%,広 島10.2%な ど10.a%をこえ た の は7
市 とな るC:さ.らに,1.0%を こ え る市 町 村 も新 潟3.1%,横 浜 ・神 戸 ・北 九 州 ・宇 都 宮,.大宮 各2.4





のに対 して,大 阪市は39,0%と低位に とどまる。他'㌧ 例
ゴ
1982fFl955角 こ 酉己 留{⊇華 はす べて10,0%未満であ り,う ち1.0%以上 の都市
■ ○ 一煽
は 名'古!屋8,3%,福岡5:8%;札 幌4.9%,北 九 州3.7
%,仙 台2,8%,神 戸2,5%,新 潟3.5%,金 沢 ・広
島 ・長崎各1.2%など10都市であ り,.1億円以上10
亀● ○ 一 画 王75%未満 億円未満階層に比 して若干の拡が りを示す。1982年
になると,東京区部の配置率は78.3%とさちに上昇
し,大 阪市 も63.8%に急上昇す る。同様に名古屋 も
●O一 ……・一25%以 卜50%補
39.2%ゴ福 岡25.5%,札 幌21.7%,仙 台20.5%,広
島17.8%など名古屋および広域中心都市の配置率の




唇 州4,6%,.神戸3.5%,'京都3.1%,千 葉 ・富 山 各2.8
%,金 沢2.5%;新 潟2,4%,静 岡 ∵吹 田x-2:1%,'
●o・ ・… ・・… ・一・一1%以1=葦0%未 満 岡山 ・大宮 各1.8%,宇 都宮 ・長 野各1.5%,川 崎
'
1,3%,'青森 ・松 本 ・長 崎6鹿 児 島 各1.2%な ど20都
市に倍増 し重地方 の主要都市を軸た.空間的拡大傾向を示す。
50億円以上100億円未満階 層をみ る と,1955年に,す でに東京区部 は81.0%,大阪市 も67.5%乏
10億円以 上50億円未満 階層の1982年段階1ご対 応す る高 い配置率を示す。 しか し,他 で10%をこえる
都 市 は 名古 屋33.3%,福 岡21,4%,札 幌11.7%,仙 台10.7%の4市 に, また1%を とえた都市も広
島4.9%;北 九 州2,9%,函 館 ・小 樽 ・金 沢 ・神 戸 各i,9%の6市 に と ど ま り, まだ広範囲にわたる
密度の濃 い展 開を示 した とは言 い難 い。1982年にな ると,東 京 の配置 率は85,7%に,大阪市 も向様
に71.『1%となお上昇す る。 また名古 屋は, この規模階層にな り,はじめて50%の配置率を有するよ
うにな る6他 で10%をこえた都市 は福 岡44.7%,広島38.8%,札幌35.0%,仙台34.4%に加 えて高
松15.5%の計7市 とな る。'1%を こえた都市は横浜9.6%,新潟6.8%;'金沢5.8%∴静岡4.9%1高
崎 ・千葉 各3.9%,大宮 ・富山 ・神戸 各2.9%,宇都 宮 ・京都 ・吹 田 ・岡 山 ・倉敷 ・北九州';長:崎各
1:9%と・16市に増加す る。 この規模階層 にな ると, 下位階層に比 して支店め立地展開力はかな り太
きくな り,1955年時点 に萌i茅的 にみ られた大都市べ の集rl・1と広域 中心 都市 ぺの拠 点的配 置パ タ'一シ
が,.1982年にほが な り萌確 とな る訪1仇 で, 地方主要都市を中心にした空間的拡大傾向も示す。
・・100億円以上階 層では,'1955年時点ですでに東京 と大 阪の2大 都市への支店配 置はほぼ完了 して
い る。'逆に12本 社制 の採用 に と'もない, 東京区部に配置されていた支店が本社に置き換え られた
ことに よ り,支 店配 置率はユ955年の97.5%か'ら1982年には82、4%に低下 さえ示す 。 また;大 阪市 も
70.■%から729%入の微増を示 す{`とど まる。 こ うしたなか で,名 古屋は26.2%から56.3%ぺ,福
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きてい ることが 明確 とな る。 この他の諸都市 への配置状 況をみ ると,1955年では北九州5.8%r・神
戸9.0%,高 松3.8%,長 崎2.9%,函 館 ・小 樽 ・横 浜 ・新 潟 ・富 山 各1.9%と な る0 1982年で は,・10
%を こえる都市 も高松26,9%,新潟13.5%,富山12.5%と3市,他 で1%を こえ る都市は静 岡9.6
%,神 戸7.9%,千 葉 ・横 浜 ・岡 山各6.7%,金 沢 ・京 都 各4.9%;那 覇3.8%,'大宮 ・川崎 ・長崎 ・
大 分各2.9%,青森 ・宇 都宮 ・福井 ・倉敷 ・徳 山 ・鹿 児島各1.9%の計18市と最 も大 きな広 が りと濃
密な展開を示す 。 ・
以上,支 店の立地展開の諸特性をまとめると以下のとお りとな る0
,第義 資本金規模で下位階層の企業は東京区部への支店配置が完了す るのみで大阪市でも5割 一
6割台,名 古 屋 と広域 中心都 市で も1割 前後 の配置率 しか 有 しない。・「
第二 資本金規模で上位階層の企業は東京 ・大阪の2大 都市への支店配置を,すでに1955年段階
に完了 しS名古屋 と広域中心都市への配置 も4割パ5割 の企業が終えでいる。さ らに,県 庁
所在都市を中心に配置を進める傾向も捉えることもできだ。
第三 支店の地域的配置パターンは,企 業の規模階層に より異なるが,本 社数が支店数を上回 る
東京区部を除 くと、第1集 積地大阪,第2集 積地名古屋,第'3集積地底域中心都市ゴ・第4集
・積地高松.,第5集 積地 宇都宮 ・千葉 ・新潟 .・富lll金沢 ・静 岡 ・岡山な どめ県庁所 在都市,
大宮 ・吹田などの大都市近郊都市,そ れ らとほぼ同様の程度め集積量を有す る横浜 」神戸 ・





d)を参照)。この ことは支店数 ・営業所数 とそれ らが配置 された市町村数の推移をみることにより
明 らか とな る。
'…:
「
これ を階層別 にみ ると,1億 円以上10億円未満階層 では,1955-1982年の支店数 は101-284であ
.り,営業 所数29一239を上回 って い る。 しか し;立 地 市町村数 では支 店 の22-47に対 して,営 業所
は16-79に急速な増加を示す。 これを市町村 レベルで捉えると,1955年段階の営業所配置率は東京
区 部4.・3%『を筆頭 に大阪市4.0%,札幌 ・福岡各3.1%,名古屋e静 岡各1.7%とな り,・地域編 成上
の意味 は極めて小 さい もので あった。1982年にな る と,名 古屋 の17.3%をは じめ仙 台『・広 島各15.0
%,福 岡14.3%,札幌12.5%と,5市が10%こえ る配置率 を有 し,他で1%を こ}xた都市は新潟8.6
%,静 岡6.3%,`横浜 ・富 山 』・高松 各4.7%,大 阪 市4.0%,r北九 州 ・鹿 児 島3.9%, 岡山3.1%,松
本 ・大分2,3%,青 森 ・盛 岡 ・秋 田 ・山形 ・郡ljい宇都宮 ・高崎 ・大 田 ・甲府6京 都 ・和歌 山 ・徳
島 ・宮崎各1,6%など24都市をか ぞえ,支 店 に比べて,上 位階層都 市への集中傾 向は弱 く, 分散傾
向を示すが,下 位階層都市をネットワークに組み込む うえで少なか らざる役割を果す ようになる。
10億円以 上50億円未満階 層をみ ると,1955-1982年の支店数 は360-99Cであ った。 これ に対 し
て,営業所数 は180-1,314}こ著 しく増加す る。この間の立地市町 村数の推 移をみ ると,支店 の42-117




10.0を.こえた のは名古屋10.8%のみ であ り,他 で1%を こえたのは札幌8.0%,.福岡7.4%,大阪
5.7%,:広島 ・北 九州各3.1%,盛岡1.5%,京都 ・神戸各1.3%の8市 に とどま6た61982年にな る
.と,:名古 屋22.6%,広 島22:2%,札 幌.陀仙 台20.8%,福 岡20.6%と,5市 で20%を こxる 配 置 率 を
示 す 。 つ づ い て 静 岡12.8%,新 潟11.9%;高 松11.6%,.:金沢11.3%,・岡 山10.4%の5市 が10%を ヒ.
xる 配 置率を有 し,他 で1%を こ}る のは大 阪市9.7%,横浜8.2%,神戸8,1%,宇都宮7,6%,東
京 区 部7.5%,北 九 州7.4%,鹿 児 島7.0,大 宮6.9%,千 葉6.1%,熊 本5.8%,富11」5.5%,.京都5,3
%,大 分5.2%,長 崎4.6%,青 森4.3%,長 野 ・松 本 各4.0%,盛 岡 ・水 戸 ・松 山 各・3,7%,.高崎 ・
姫路各3.4%,旭川 ・釧 路 ・秋 田 ・福 山 ・徳 山各3.1%(10営業所 以上を有す る都市)な どを含 めた
57都市ののぼる。 この階層にな ると,営業所は名古屋 ・広域中心都市への集中的配置 と並行 して県
庁所在都市およびそれに匹敵す る地方 の有力都市への展開も強化され,地 域の階層秩序を構成す る
第3次 的拠点空間の創出に大きな役割を果す ようにな る。・
50億円以上100億円未満階層 の1955-198年の支店 数は196-392にとどまるが,営 業所数 は139一
L
510に増 加す る。.立地 市町村数 ほ,前 者 の23-39に対 して,後 者は34-120に急速 に拡 大を遂 げ忙 い
るOYLを 市町 村 レベルでの動 向 と して捉 え る と,1955年段 階にす でに.札幌21.4%,名 古屋18.6
%;.福岡18.'9%など2割 近い配 置率 を有す る都市が 出現 してい る。 また,}広島 も11:7.%の配 置率を
有 しジ他 で1%を こえたのは大 阪市7.2%,北九州6・7%,盛岡`仙 台 ・新潟 ・神戸X4.7%,富山 ・.
岡山各2.9%,東京区 部2.5%,京都2。0%,'秋田 ・横 浜 づ金沢 ・高松 ・鹿児 島各1.9%と下位 階層に
比 して広域的展開を早い時期か ら進めていた。1982年になると,1955年段階で高い配置率を有 して
いた以下 の3市 は札 幌24.3%,名古屋27.5%,福岡24.3%と若 干の増加 に とどまったのに対Lて,
仙台 ・広 島 ・高松 がそれ ぞれ24.5%・22.3%・21.4%と著 しい増加 を示 し,,上記3市 にほ ぼ肩 を並
べ ・'また 静 岡 も16・5%.神 戸15・7%岡 山15・5%・新 潟13・6%,大 阪 市13・3%,富 山 ・金 沢 各12・6
%,千 葉10.7%と増加を示 して い る。 他で1%以 上配置率 を有す るのは47市に のぼ り,そ の うち約
5.0%(5営 業所以 上配 置 され てい る)以 上 の都市 は青森 ・郡 山 ・水戸 ・宇 都宮 ・小山 」横 浜 ・長
野 ・松本 ・浜松 ・和 歌山 ・高知 ・北 九州 ・長崎 ・鹿 児島な どであ る。 この よ う'に∫下位階層 と同様
に名古屋 ・広域中心都市へのほぼ同率配置がみ られ るのに加えて,高 松の広域中心都市なみ配置お
よび主要県庁所在都市への配置強化と営業所設置の最前線が県庁所在都市よりi階層下位の地方都
市に まで 拡大 され て きて い る』 ・ 「
.:100億円以上階 層 でば∫1955=198年の間に 支店 数は232-485の増 加に とど ま:つたが」『営 業所数
は199-643に急増す る。'立地市町 村数 も支店 の23三39に対 して,営 業所数 は47-120に拡 大 してい
る。`これ を市町 村 レベル で捉 え てみ ると,1955年段階 では,名 古 屋29.1%ととびぬけて高 く,一札
幌20.2%,'広島19.2%がゴ さ らに福 岡16.3%と北 九 州15.5%,仙 台22.5と一高松9.6%が 》うづ く。 他
では 大 阪 市6.9%,新 潟 ・金 沢 各5,8%,横 浜 ・富 山'・京 都 ・神 戸 各3。8%∫・.福井2,9%,.室 蘭 ←釜
石'・宇 部 ・松 山各1.9%と・合計19市が1%を こえたに とどまった。・'1982年にな るど1955年rこ最大
配 置率 を 有 した 名 古 屋 は16.5%,広 島13.5%,'北九 州 も'19.6%に減 少 す るa,・これ に対 して,'札 幌
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注) 営業所醗 率一轍 礫 糊 義 離 離 蕎賂 禰+翻 〉・…
τ
凡例は第5図 のそれ と同 じ。
.






極 めて小 さい といえ る。逆 に,著 しい増加を示 した のは,静 岡19.2%,・新潟18,3%,金沢15.4%,
千 葉 ・岡 山 各14.4%,横 浜 ・長 野13.5%,京 都 ・秋 田12,5%,青 森 ・富 山 ・神 戸 ・大 分 各11.5%,
長崎10.6%,盛岡 ・水戸 ・宇都 宮 ・松 山 ・熊本 ・鹿 児島 各9、6%な ど明確 な県庁所在 都市への重点
的配置が認め られ る。、他で1%を こえる配置率を有するのは56都市みられ るが,そ のうち5社 以上
の営業所 を配 置:してい るのは旭川 ・函館 ・釧路 ・山形 ・福 島 ・郡山 ・高崎 ・大 宮 ・福井 ・松本 ・岐
阜 ・浜松 ・大阪市 ・姫路 ・和歌山 ・米子 ・松江 ・広島 ・高知 ・宮崎な どの県庁所在都市お よびそれ
i`匹敵す る地方有力都市である。 この ように,100億円以上の超大企業に とっての営業所配置の重
点は広域中心都市 より下位の県庁所在都市および地方有力都市に,す でに移ってお り,地域の階層
秩序上の第3位 階層形成に大きな役割を果 している。
以上,営 業所の立地展開は,,下位階層企業では名古屋 ・広域中心都市への集中配置を,上 位階層
企業では広域中心都市 より下位の県庁所在都市ない し地方有力都市への集中配置として捉えること
が で き る。 、
こ うしてレこれ までの分析に より,首都=本 社都市,大 阪市 ・名古屋 ・広域中心都市=支 店都






・これまで,地 理学の分野ではヨ本社,支 店営業所の立地 ・配置に関 しては都市地理学および中心
地研究が,工 場 の立地 ボ配置に関しては工業地理学および工業立地論研究が とい うように分離され
た形で多 くの蓄積を成 してきている。 この ような領域の細分化 ・専門化は,そ れ らの対象が相対的
に独 自め論理にもとづ き立地展開す るとい う認識を前提に成立 しているものである。 しかし,近年
ではF・E・1・Hamiltonをは じめ とす る国際地 理学 会の工業 地理学研究 グル ープを中心 に企業 の空
聞組織論 的 ア プ ローチに も とづ き,本 社,.支店 ・営業所 お よび工場 な どの諸機 能立地 ・配置を統一
的に把握 しよzrと駆 う試みが出されて くる1)。またジ国内でも矢田俊文をは じめ資本立地展開の枠
組みの総体的把握を土台に して国民経済の地域構造を解明 しようとい う試みも行われるようになっ
て きた2)。
本社,L'支店 ・・営 業所 お よび工 場な と:は,本質的 には異 な る立地因子を前提 に立地 展開す る もの と
思われ る。 しか し,いずれも企業組織を構成する機能単位であ り,企業の能力と戦略の枠組みあ中
で,組 織としてr貢 した論理にもとづき立地 ・配置 され る点にも注視 しなければならないC.
=第1炊資本支配拠点 と第2次 ・第3次 資本支配拠点の形成ヌカニズムの解明につづ熔て,本章で
は第4次 資本支配拠点の形成に深い関わ りを有する要素 として工場の立地を位置づけその立地 ・配
置分析を進めてい く。
、前章までの分析で,企 業組織 を構成する諸機能の立地 ・・配置は上位機能になるほど企業間の共通
性を増 し,'拠点的配置構造を強 ぐもつ ようになること力湖 らか となった。本章で分析する工場の立
一25一
26、
地 は,.一定 の産業 基盤整 備を前提 と し,上 記機 能配置 に比 べて 巨額 な投資を ともな うことか ら,'一
度立地す ると廃1L・移転は容易ではな く,極めて固定性が高い機能である。 しかも,:≒定の敷地面
積おまび環境が要求され るためiこ,工業地区g工 業地域,・工業地帯 とい う形で農村地域,都 市郊外
●
地域,'臨海地域などの特定地域に一定の集積を示 しなが ら立地展開する。 しか も,'地域間に不可避
的に現出す る不均等発展をた くみに利用しなが ら立地 してい く面 も有す る。
さて,・本社所在地別集計にもとづき工場の地域的配置傾向を捉えた ものが第4図 のa)とb)であ
る。・大企業に多 くみ られ る大都市本社企業は工場の多核的 も広域的配置を進めるにに対 して,.地方
本社企業の場合には,中 企業は言 うまでもな く,大企業の場合でも本社と工場が一体とな り立地す
ることが多 く,空間組織 としての地域編成上の関わ りは極めて小 さいもまた,企 業を成長段階にお
いてみると;'創業初期1こは本社 と工場が組織機構的にも,空間的に.も未分化→体を成す6こ れが成
長 一・・発展 に ともない組織 内分 業が徹 底 され,.諸機能 の多核酌 配置 が進 む。 こ うしたなか で,本 社は
大都市に移転 し:,工場が地方に残存するケースも少なか らずみ られ る。逆に,大 都市本社企業が工
盛




は対象 企業 の工 場総 数1,991の65.2%にあた る1,298であ り,地 域的 には ほぼ全 国的 に醍置 され てい
る。 しか亀∴東京都内め寵覆割合は22.9%を占め る。大阪府の場合と蔽,本 社b7社が有す る工場数
は382で,.その うち大 阪府 自身 の 占め る割合は31.1%と東京都 のそれに比 べてかな り高い。他 の地
'
方本社企業をみ ると,本社所在都府県の占める割合はなお高 くなる。.1982年段階では対象企業の工
場 総数 は795増加 して2,786とな る。,この うち,東 京都本社企業 が有す る工場 は数 において456増
加Lて1;754にな るが,・工 場総 数に 占め る割合は,逆 に63.O%に低下す る。 その うち,東 京都内 に
置 かれた 工場数 は100減少 し,構 成比 も10.9%に半減 してい る。「と く{'`,区部 の減少は297から143
にi54と著 しい減少を示 し,逆Y'三鷹,八 王子,調 布をは じめとす る郊外諸都市に急速な拡大を遂
げ る。大 阪府 も,同 様Y',工場 数は123増加 して505とな るが,・構成比 は若=F低下 して18.1%とな
る。'また大阪府自身への工場配置は停滞 し,大阪本社企業の有する工場数に占める割合は24.2%に
低下 してい る。 大 阪市は123工場か ら85工場 に減少 し,ウ エ イ トは郊外 諸都市 に移 ってい る。 ま
た∫・,東京 都,大 阪府 以外に 本社を置 く企 業 で も,本 社所在 府県 の比重の 低下 を示 し,・その立地.・配
置の広域化傾向を指摘することができる。"1
この傾 向を別 の角 度か ら捉 え る と,1955年の工 場集積は,東 京都337(16..9%),大阪府196(9.8
%),神 奈 川 県160.(8.0%),'愛知 県119(6.0%),兵 庫 県109(5.5%),∫北 海 道105(G.3%)・の 上
位6都 道 府県 で51.5%を占め る。つい で静岡県79'(4?0%),福岡県77(3.9%),,埼玉県54.(2.t%〉
な どを加 えた9都 道府 県の割 合は62、1%とな る。、これを1982年と比較す る と,9神奈川県258(9:3
%),'大阪 府221.〈7.9%)一東 京 都210(7.5%),愛 知 県.191(6.9%)19=兵庫 県152.(5・5%),埼玉 県
134(4:.8%),i静岡 県128(4:.6%),i県110(3.9%),'・北 海 道103'(3.7%)など・9都道 府 県 で1QO
一26一
戦 後 日 本 に お け る階 層 的 地 域 秩 序 の 形 成 機 構 分 析27
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以上 の工場 数を有す る ように なる。 しか し,こ れ らの全 体に占める割合 は54.1%とわ'ずかな上昇に
とど まる。 これは東京都が337から210に著減 した ことに も よるが,・全般 的に既 成工 業地帯が飽和状
態 に達 した こと,重 化学工業 か ら高度技術 集積型工業へ の産業構造 の転換が急速 に展開 した こ とゴ
国家 ・地方 自治体誘導政策な どに よ り,'.立地 の空 間的拡大が噌層進 んだ ことを示 す。 この間最大増
加を示 した のは神奈川県の98であ り,つ づ いて千葉県86,・埼玉 県80,愛知県72,茨誠県64,滋賀県
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資 料=第1衷 と 同 じ 。
(Source=SameasTabヨe1)
・
たのは 棘 都127,富山県 ・鳥取県 ・島榔 絡3,北 海道 ・秋 田県 噺 潟 県 ・福 井県 ・愛媛県 ・長
嘔
崎県の各2,宮 崎県各1で1あり,非生産地域への脱皮を急速に遂げる東京都と生産部門立地上の有
利性を喪失 した といえる道県か らの工場撤収 と北関東 ・首都圏 ・東海 ・近畿にいたるベル}地 帯 レ
ベ,ルでの集中配置構造が明確 となる。'
さて,㌧工場の立地配置を地域階層秩序を構成する第4位 階層形成 と関連 させてみると」東京区部
61955-1982年に297-143,大阪 市 は123-85,名 古 屋59-52,京 都28-24,尼 崎33-27.北 九 州
38-37ではり依 然大規模な集積を有 しているが,す でに工場の撤収地域に転化 している6'これに対
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して,神 戸17-28,川 崎60-67,横 浜56-69,札 幌12-19,仙 台8-19,広 島6-11,福 岡12-25な
ど広域中心都市あるいは上記以外の県庁所在諸都市の1955年の工場数は117であったが,1982年に
は206と76.1%増加を示す。 しか し,両 年間に立地展開の主力はそれ ら以外の中小都市 と町村に移
行 し,個 別 レベ ルの集積 量は大 き くはない が,総 計 した数 は1955年の676から,'1982年には520増の
1,196にな り,76.9%の増加 率を示 す。地 域的 には,地 方 中小都市 お よび町村 レベ ルへの拡大,'し
か も数量規模においては大小の差があるものの,こ の傾向は全国で捉えることができる。`
それ らの代表的 な都 市町 村 をあげ る と,.函館,八 戸,い わ き,郡 山,小 山,.足利,高 崎,伊 勢崎,
川 口,市 川,市 原,船 橋,横 須 賀,小 田原,・平塚,藤 沢,厚 木,浜 松,清 水,富 士,沼 津,四 日
前,岡 崎,彦 根,堺,茨 木,姫 路,伊 丹,倉 敷:などが10工場以上 を有す る。 さ らに5工 場 以上 にな
る.と,.小樽,稚 内,石 巻,波 崎 町,勝 田,神 栖町,土 浦,石 岡,総 和町,足 利,鹿 沼,大 田原,館
林,大 宮,熊 谷,戸 国,上 尾,川 越,狭ll{,松戸,袖 ケ浦 ∴柏,府 中,日 野,八 王子,羽 村町,三
鷹,茅 ケ崎,秦 野,上 田,三 島,藤 枝,磐 田,稲 沢,武 豊,豊 橋,豊 田,半 田,㌦知 多,東 海,鈴
鹿,甲 西町,長 岡京,東 大阪,吹 田,高 槻,枚 方,門 真,八 尾,西 宮,高 砂,・'明石,赤 穂,加 古
川,福 山,三 原,呉,下 田,防 府,徳 山,新 南陽,岩 国,大 竹,坂 出,久 留 米,鳥 栖 な ど中都 市 お
よび一部町村 まで含めた配置講造が浮かび上がる。 これ ら工場の立地配置か ら本社,支 店 ・営業所
と同じ次元で地域階層性創出に結びつけることは無理 としても本社,支 店 ・営業所の立地 と相対的
に異な る展開を示 しなが ら,実はそれ らの空白部分を戦略的に利用し,それ らを一定の秩序のもと
に編噂するのに少なか らざる役割を担 ってお り,国民経済 とい う大 きなスケールで工業立地論のよ
うに純理論的アプローチでない,企 業の空間組織論的 アプローチにもとづいて地域編成主体分析を
行 うな らば,工 場が,地 域の階層秩序の第9階 層お よびそれ より下位の階層形成に極めて大きな関








これ までの分析で明 らかなごとく,企業の諸機能配置構造は地域秩序 と極めて密接な対応関係を
有するのである。 これは,企 業がその ような地域秩序を形成 したのか,そ の ような地域秩序に企業
が対応 したのかの議論はさておき,い ずれに しても重要な ことは,企 業合理性に合致 した形での地
域秩序が創 りあげ られてきていることである。 しかも,地域は,企 業の空間組織の階層的枠組みに
沿った編成を強めてきてお り,地域の組織的編成強化に主体的な役割を果 してい る。
さて,そ の点に関する分析結果を具体的にまとめてみ ると,以下のとお りとな る。








第四 資本支配の第4次 拠 点形成 として上位階層都市へ も多数配置しつつも5そ の配置の重心を
大都市郊外都市,.地方の中小都市および主要町村に次第に移行 してきている生産部門ヨ工場め立地
・配置が国民経済の地域階層秩序の第4位 階層を形成する。 ・'
以上のごとか ら,国民経済を構成す る諸地域は一定の機能 ・役割を担いなが ら全体機構に組 み込
まれてい くのであるが,全 体機構は決 して主体あるいは実体のない形で成立 しているのではな く,
資本主義の論理を軸に 統一され ることは 言 うまで もない姦 これを,個 別資本≧企業の レベルにま
で,直 接下げることはできないにしても,そ の集合的分析に より全体機構を貫 く論理を抽出するこ
とは可能である。宅 うした ことか ら,地域編成主体 としての企業の空間組織の拡大 ・縮小および展
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pointofview-nationallevel,thisistheprocesstobulldmorerational'ahdeffective
regionalsystemfogcapitalmovement.Ontheotherhand,frommicroscopicpointof
view-regionallevel,thisistheprocesstobreaktraditionalsocio・economicrelationships
keptwithinregionsandtobringaboutseエiouscontradic重量onsanddistortionswithin
them.Intheprocessofsevereconfrontationsbetweentheforces,Iogicofanindivi.
dualhasbeenorganizedintologicofthewholeforc董bly.Thus,individualo「eglon
turnedtobeanonlyunitwithevenIessindependence.
Thoughthekindofregionalreorganizationemergedeminentlyafterthewar,it
fundamentallybegansimultaneous亘yw三ththedevelopmentofJapanesecapita璽ism.As
topre-warper量od,industrialentefpr三sesdldnotdeeplyconcernw三thformingnational
regionalsystembecauseitisextremelyinclinetothemunitionsindustr量es.However,
afterthewar,underthefullscaledevelopmentofindustries,bothnationa璽and
●
reg10一
naimarcketsexpandrapidlynotonlyinqualitybuta蓋soinquantity.Inresponseto
thesecircumstances,largemanufacturingenterpriseshavedevelopedtheirspatialorgani・
7.8t1017positivelybyextendingthenetworkofbranchesandsettingupnewplantsfor
stfengthenningproductivecapability.
Toclarifytheformativeprocessofmo■esophisticatedreg三〇nalsystemof national
economy,6621argemallufacturingente叩■lsesespeciallytakenupinth量spaper.Results
are asfomows:5
1.Thefirstrankfunctionofmanufacturingente叩risesisaheadoffice.It
controlwholeorganizationandmakesal[kindofimportantdecisio皿s.Locat三〇naIchar.
acteristicsof}1eado伍cerepresentextremelyconcentratedonthecentralpartofTokyo
andonthatofOsakatofarlessextent,Thispatternhasdevelopedevenmore,
.
part1・
cularly董nlargeb■acketwh韮eheado伍cesofsmallerenterprisesflawoutoftherea,
2,Thesecondrankfunctionofmanufacturingenterprise,arethe丘■strankbran.
ches.Eachunitperformsasanadvancedbasetoseizeregionallevelmarcket
・
posting
suchregionalcapi重alcitiesasSapporo,Sendai,HiroshimaandFukuoka.
3.Thethirdrankfunct三 〇nofmanufacturingenterprisesarethesecond rank
branches,Thisunitisgenerallyarrangedunderthefirstrankbranchandperformsasan
・dvanced'b・・et・sei・eprefect・・aHevelmarck・texcept・b・veciti・・.
4.Thefourthrankfunctionofmanufacturingenterprise:areQccup量edbyplant,,
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「
L・・ati・r・fthi・f・n・ti・ni・th・q・eti・ally雌e・ρptf・・mth・1・fheadofii・es
,
andbranches
But,interm:ofsystemertizat董onofregions,thisalsohasp且ayedan
.
0
1mportantrole,
.:
The Iocat三〇ralcharacteristicso孟tkis'representsmor合dispersiveand
、
圃
extensivethan
branches.Regionally,p董antsCanbefoundmainlyinsurroundingareaoflarge● ●cities,
prefectura置capitaicities,10calcities,.eventownsandvillage:.But,especia董且yconc ntrated
on thepaci伍cboardfronユK三takantotoKinkiregionandHiroshima,Yamagucbi,
FukuokaPrefecturestofurthersouth.
Finally,茎tbecameclearthatlargemanufac加rlngenterprisesarecompo edofat
leastfourfunctionalbracketsthatproducehierarchicalstructureoft eirorganization.Pミ'
AndtheseareperfectlycQincedentwiththehierarchicalregionalstructureof
,
national
economyofJapan・
.
,
,
「
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